






















































































































































































































































































































































　もっと前には、減価償却費などというのは 18 世紀や 19 世紀の頃なかった。19 世紀の後ろか
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ら段々、減価償却が出てきまして、現在では減価償却は当たり前になっておりますけれども、こ
れは最初から会計制度の中にあったわけではないです。会計制度というのは、そうやって段々そ
の制度が出てきたということを考えれば考えるほど、ここでは生産原理、そんなことを言う必要
はないかもしれないけれども、やはりどこまでどういう形で「生産」なのかということを考えて
見直さなければなりません。
　こういうことも考えて、今までの生産コストの計算の過程や範囲を考え直さないといけないと
思っています。最初は減価償却だってなかったのです。K.マルクスの時代にもあるかないかです。
社会主義は減価償却が非常に緩かったわけです。考えてみると、社会主義社会でも、減価償却は
もちろん入っています。「減価償却」するようなことを次第にゴーイングコンサーン（継続企業）
として、設備投資が巨大化する場合にはどうしても必要だということで、減価償却も会計に入れ
るべきだということで、現在の会計制度には当然のこととして入っています。現在の原発などの
問題を考えてみると、これはどうなっているのかと思います。「安い」「安い」と皆だまされてい
たではないかと不安になります。
　経済学者も問題かもしれないけれども、根幹は会計学の費用のとり方、生産コストの計算の仕
方が、過去の文明の考え方や生産過程の考え方に依拠して会計制度がつくられているのではない
かと思われます。 ということになると、「経営哲学で偉そうなことを言って、何を言っているの
だ」、さらに、実証科学を中心にしている先生からは、公平性だとか、非常にわけがわからない
文明だとか、まったく実証研究にならないのです。何でこんなことを言っているかというと、こ
のようなことも含めて考えていかなければいけない。ただ単に過剰消費するからとか、消費倫理
だけではなくて、全体として生産の過程のあり方それ自体を考えなければいけないということで
す。大変長かったと思いますけれども、このようなお話ができるかもしれません。ぜひ会計学の
方々、なにとぞよろしくお願いします。長くてごめんなさい。
　もう一つは、商研の石川良太さんから中村先生にまた質問が出ていますので、お答えください。
少なくとも、全商法上には会計情報に……。まだご質問があるようですので。山口先生、どうぞ。
○山口　　その趣旨はわかるところなので、ちょっと一言だけ申し上げておきます。今回の原発
の件に関しましては、地震で特別ですが、本来は確かに廃棄物が出て将来、それを計算に入れて
あります。また廃炉費用も計上されております。
○厚東　　コスト中に入っているのですか。
○山口　　それは、原発の場合には 40 年間想定してやっていたところです。その廃炉を繰り上
げたため積立金不足になったのです。
○厚東　　では、繰り上げたために出てきたのですか。
○山口　　そのとおりです。
○厚東　　その最初の見積もりは結局、見積もりどおりの価格になっていたのですか。
○山口　　見積もりを出すと 40 年ということで計算されていました。
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○厚東　　そこのところをかなり安く見積もっ
ていたのではないですか。さらに、放射性物質
で、原発の放射性物質は、長い間継続して水を
かけていないと、放射性物質は廃炉にしてもそ
のままにしておくと過熱するのです。しょっち
ゅう水をかけて面倒を見ていないといけない。
変なことを言うと怒られますけれども、放射性
物質は、原発をつくっているほうから言うと、
ビジネスとして非常に長い間、面倒を見てもら
えるから収益が上がってくるというような話を
随分聞いたことがあります。
○山口　　おっしゃるとおり、これから会計もいろいろ研究が必要なことが十分わかります。
○厚東　　山口桂子先生からのご指摘でいろいろ勉強になりました。会計学者からそのような反
論が出ましたので、今後、会計学としては、こういう問題に対して経済学者が変なことを言った
ら、違う、ノーと言わなければ良くないですね。今後、廃棄だとか処理過程などこういうことも
含めて、コストとしてきちんと入れておかなければいけないということをおっしゃっていただく
と、全体としては本当の意味で 21 世紀の生産原理のための会計制度になりますので、ぜひよろ
しくお願いいたしたいと思います。偉そうなことを申し訳ありません。
　ここで、石川良太さんという大学院の商研の方からのご質問に戻ります。少なくとも全商法上
では会計情報に限定されるものの、内部統制にかかわる経営者の評価が開示され、CPA による
監査が行われていると理解しているが、先生は社会的責任の開示についても CPAによる保証等
の仕組みは必要とお考えでしょうかと中村先生に質問が出ていますので、ぜひよろしくお願いし
ます。
○中村　　わかりました。この方は石川さんという方で、ちょっと関係があるので知っているの
ですけれども、これは今後、わが国でも統合報告というのが制度化されていくかもしれませんが、
その際に、財務情報と財務以外の非財務情報とをまとめた企業情報の開示が行われたときに、そ
れに対して会計士としてどこまで保証、監査をすべきかということだと思います。
　恐らく、これは今の法律のたてつけなどを前提にしても、あるいはイギリスも恐らくそうだと
思うのですけれども、財務情報のところは監査をして、内部統制に関する経営者の評価は財務情
報の正確性を伝える基盤になるので、そこまではチェックをする。しかし、一般に CSR 関連の
情報というのは非財務情報になるでしょうから、そこは会計士の監査の対象からは除外するとい
う仕分けになるのではないかと思っています。ここはちょっと不正確かもしれませんけれども、
そのようになるのではないかと思っております。以上です。
○厚東　　石川さん、よろしいですか。
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○中村　　厚東先生、私、岡本先生に質問させていただきたいのですが。
○厚東　　どうぞ。
○中村　　きょう、私もフロアで岡本先生の話を伺っていて、目からうろこが落ちて大変勉強に
なったのですけれども、岡本先生のご報告の中で、会議の心理学的分析というところで、危険な
判断を一人で行った場合と、集団で会議で行った場合とを比べてみると、集団で行った場合のほ
うが危険な判断をしやすいというご説明がございました。
　これを私ども法律、特に会社法を学んでいる者からしますと、社長に決定させると唯我独尊で
危険なことをしがちなのだけれども、取締役会に上げて、そこで検討し、決裁して決定するとい
うプロセスを経ると、お互いの監視の中で行われるので、合理的でないリスクを抱えるような危
険な判断がそこで除去されて、会社の不利益が回避されるのではないかというたてつけを考えて
取締役会制度があるという理解なのですが、先生のお話を伺っていると、取締役会にあまり決定
させないほうが、かえってその企業にとっては危険な判断が行われにくいと聞こえたものですか
ら、この点はどう理解したらよろしいでしょうか。
○岡本　　この実験が一番最初に行われたのは、ビジネススクールでの実験なのです。ですから、
おっしゃるご懸念のとおりだと思います。
○中村　　そうですか。取締役会にはあまり案件を上げないほうがいいと。
○岡本　　そうですね。
○中村　　なるほど。そういう話を聞くと、会社法の中で取締役会にどういう役割をもたせるか
というところにすごく変化を。考え方を改めなければいけないかと思いまして、改めたほうがい
いですか。
○岡本　　私自身はそう思っております。それが社会心理学の平均的な認識だと思います。
○中村　　大変勉強になりました。
○厚東　　勉強になりますね。普通ですと、社長が暴走するから、それを取締役会でチェックす
るとかということになりますけれども、岡本先生のご報告を伺うとそうではないになってしまい
ますね。もし一人だったら何とか頑張ってむしろ正しい決定になるのですね。
○岡本　　この実験は、特に経営課題で再現率が高いのです。ですから、そのご懸念のとおりだ
と思います。
○厚東　　そうすると、実際上きわめて難しいですね。取締役会をつくってもあまり役に立たな
いことになりますね。
○岡本　　ですから、やはり会議を順序立てるとか、部分的な意思決定を積み重ねていくとか、
匿名性を調整するとかということが必要だと思っています。
○厚東　　大変勉強になりました。普通ですと、選ばれた多くの人数でやったほうが何となく調
整され、社長がワンマンだから、ワンマンを止めるために取締役会をやったほうがいいと大体は
思うわけですが、社会心理学的には必ずしもそういうことにはならないということですね。大変
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勉強になりました。
○中村　　時間なのですけれども、三人寄れば文殊の知恵というのを私は取締役会の説明すると
きに授業で話をするのですが、それは真実ではない。
○岡本　　私の『社会心理学ショートショート』という本の中にこの実験を紹介している節があ
って、そこは三人寄れば文殊の知恵ではないということが。
○中村　　なるほど。よくわかりました。
○厚東　　一人のほうが怖いから一生懸命考えるのですかね。皆でやると怖くないというのがあ
ります。
　あと、ほかに何かご質問があったりご意見があったり、思い違いしていることなどいろいろあ
ると思います。どうぞご遠慮なくご発言ください。
○山口　　先ほどとはまた全然違うことなのですけれども、企業の社会的責任は、企業が環境問
題を含めて、そのミッションを果たしていれば問題はないか否かを伺いたく思います。
○厚東　　大変難しい問題、山口桂子先生からご指摘が出ましたけれども、大変難しい。今の問
題も少し長くなります。社会的責任というのは、先生がおっしゃっているのは、ミッションがあ
るところは、普通、経営学では事業責任といいます。たとえば、電力だとかモノやサービスを製
造したり供給して、広く社会の人たちに役に立つ。これはある意味で、文明としては確かにその
とおりであって、それがないと生活できない。ですから、事業責任としては先生のおっしゃると
おりです。
　では、具体的に事業責任をきちんと果たせば社会的責任が果たせるのでしょうか。そうはなら
ないようです。ではどうしてかというと、実は公平性の問題があります。事業責任としては、「ち
ゃんと車をつくったよ、事故もないよ。それから、ブレーキもちゃんときくし、場合によっては
前に車が来たときには止まるようになっている。そこまでやっているよ」ということになります。
事業責任としては社会的な責任を十分に果たしたことになる。
　では、どの会社とは言いませんが、経営者は従業員の何十倍、何百倍の報酬をもらっている。
従業員は勝手に首を切られたり、ビクビクしています。今では、年金も退職金もあまり出てこない。
だけれども、経営者を含めてたっぷり報酬をもらっている。ちゃんと事業責任を果たしているの
に何が悪いのだ、収益も上がっているではないか、何がいったい悪いのだということになります。
しかしこれでは、従業員に対する公平性だとか配分だとか配分的正義だとか、そのような問題が
随分あるのではないでしょうか。ここのところは正義なのでわけがわからないけれども、会計学
者はたとえば取締役や役員の報酬が最低従業員の何倍ぐらいだったらいいのか。これをどこまで
考えるか。そして、その次は測定の問題です。岡本先生と同じ趣旨になりますけれども、こうい
う問題を含めて、どういう形で枠を決めるのかということがやはり必要になります。
　ということは、法律学の中村先生と同じ立場になります。どこかで自己開示して、何倍になっ
ているかということをやはり言わなければいけない。どうしても自分でたくさん報酬をもらいた
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ければ従業員の平均賃金を上げるとか、最低賃金をもう少しぐっと上げるとか、また何倍かにす
れば何が悪いのだと言えるかもしれないけれども、そのようなことがないかぎり、本当の意味で
社会的責任を果たしているのかということになります。うちの会社には経営者や取締役や役員報
酬の自己開示はまったくない、このようなことがよくあります。
　それから、会計の財務諸表を見ると、利益率その他、投資効率も非常にいい。そのために、う
ちのところにぜひ投資をしてくださいと言えるでしょう。本当の意味で今一番問題になっている
のは、一部の人々のみが非常に豊かになっているけれども、ほかの人々が貧乏になって、99％は
沈んだ状態になって、１％が富の半分以上を握りしめているという社会が望ましいかというと、
私はならないだろうと確信しています。
　その理由は、社会的公平性というのは非常にわかりにくいし、厚東の言うことは哲学で抽象的
で測定がないから無意味だということもできますが、ではアンバランスになったらどうなのかと
いうと、アンバランスになったときは、やはり社会全体がぐらぐらし始める。ぐらぐらし始める
と、最終的には社会がひっくり返っていく。そういう意味で、長期的には社会的責任というのは
わけがわからない言い方ですけれども、わけがわからないから、どうでもいいことではなくて、
やはり社会的公平性というのは、人間が生きているかぎり、先ほどの話ではないですが、非常に
重要なことなのです。あるところまでいくと行き過ぎだということになるし、あるところにいく
と、さすがにひどいということになる。今の状態はどこかというと、ある一部だけはどんどん懐
にお金が入っているけれども、ほかの者は貧しくなっていくような状態になってきている。そう
すると、どうしてもその揺り戻しが出てくる。私は、それはやはり非常にわかりにくいけれども、
全体として長期的になると思います。
　山口先生の指摘に戻っていくと、やはり社会的責任は賃金も含めて、労働条件も含めて、賃
金を渡せばいいか。24 時間ほとんど働かせて病気になったら知らない。賃金はいっぱいやった、
５倍ぐらいやったのにいったい何の文句があるのだと言うこともできそうです。これもよくない
と思います。そういう意味も含めて全体として社会的公正を保持していかざるを得ない。
　先ほど中村先生がおっしゃいましたけれども、社会的責任は規程すべきではないことだと経団
連だとか偉い方々、法律学者の先生方がおっしゃっていますが、もしそうだったら細かい法律を
いっぱいつくらなければいけない。いっぱいつくってあちこちやればいい。そうすると、今度は
法律でがんじがらめになると動けないではないかと必ず文句が出るから、包括的にやっていく。
社会的責任の問題はステークホルダーがありますけれども、アメリカでは裁判があって、裁判の
中で具体的に公平性のバランスをとっていく。アメリカのやり方がいいとは思わないけれども、
全体として日本はこの点では非常に緩いということになっているようです。こういう形で少しず
つ包括的な原則を立てておいて、今度は判例や裁判などで補足する。日本の裁判は非常に企業寄
りになってなかなか進みませんので、いろいろ問題が多いかもしれないけれども、長期的にやっ
ていくと全体としては少しずつバランスがとれる。だから、法的側面、すなわち、立法、行政、
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そして司法も全体的にそういうことをやって社会的公正のバランスの維持を図っていくようなシ
ステムを考えないと、全体として大企業に対する社会的バランスの維持はなかなかとれないだろ
うという気がします。そのため法学者の中村先生にご登場いただきました。
　それから、会計学については、こういうことについて――私は会計学者ではないから、何をど
ういう形で、どのように線引きして、どこまで入れるかということは、まったくわかりません。
このような研究を継続して主張していかないと変わりませんから、そういうことを少しずつ先生
のほうで頑張っていただくと、少しずつ明らかになり、ここで言っていることが泡を吹いたよう
な茫漠とした状態ではなくて、次第に、具体的になってきて、学問が社会を少し動かしていくよ
うなことになってくると思いますので、ぜひ先生のお力をお願いしたいと思います。
　あと、ほかに何かございませんか。この際だから、いろいろなことを言っておきたいというこ
となどございましたらどうぞ。よろしいですか。せっかくお集まりいただいて、最後まで聴いて
くだざいました。よろしゅうございますか。もしないようでしたら、大変長いこと、どうもあり
がとうございました。これで本日の「企業の『社会的責任』を考える」というテーマの第 21 回
アカデミック・フォーラムを終了いたします。誠にありがとうございました。
　先生方、本当にどうもありがとうございました。特に岡本先生、遠いところから、お忙しいと
ころ本当にありがとうございました。聴衆の皆様、最後までご一緒いただきまして、本当にどう
もありがとうございました。心から御礼申し上げます。どうもありがとうございました。
○司会者　　この後、この建物の３階の会議室で懇親会があり、軽食、飲み物の用意もあります
ので、お時間のある方はぜひご参加ください。まだ質問し足りない方、講師の先生にお話を伺い
たい方、ぜひ参加していただければと思います。会場は出て中央のエレベーターで３階に行って
いただければと思います。それでは、どうもありがとうございました。
